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○庄原市介護職員研修受講費補助金交付要綱  

平成 28年３月３日 告示第 16号  

庄原市介護職員研修受講費補助金交 付要綱  

（趣旨）  

第 １ 条  こ の要 綱 は、 介護 人 材の 質 の向 上、 確 保及 び 定 着 を 図 る た め 、 介護職

員研修を受講し市内の介護事業所等 で就労する者に、予 算の範囲内で補助金を

交付し、当該補助金の交付に関し 、庄原市補助金交付規則（ 平成 17年庄原市規

則第 46号）に定めるもののほか必要な事項を定めるも のとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において研修とは、次に掲げるものをいう。  

(１ ) 初任者研修  介護保険法施行規則（平成 11年厚生 省令第 36号）第 22条の

23第１項に規定する介護職員初任者研修課程  

(２ ) 実務者研修  社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62年法律第 30号）第 40

条第２項第５号に規定する介護福祉士として必要な知 識及び技能の習得  

２  この要綱において介護事業所等とは、介護保険法（平成９年法律第 123号）

に規定する指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サ ービス事業者、指定介

護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 者 及 び 指 定 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 者 が 当 該 事

業を 行うために設置した事業所並びに同法 に規定 する 指定 介 護老 人 福祉 施設、

介護老人保健施設及び指定介護療養 型医療施設であっ て、市内に存す るものを

いう。  

（補助対象者）  

第 ３ 条  補 助金 交 付の 対象 と なる 者 （以 下「 補 助対 象 者 」 と い う 。 ） は 、市内

に住所を有し、かつ、介護職員として市内の介護事業所等 で就労している者（介

護事業所等が雇用契約を締結し、雇い 入れた職員をいう。）であって、次の各

号のいずれかに該当する者とする。  

(１ ) 研修修了時点で既に介護事業所等で就労してお り、その後、就労期間が

３月を経過した者  

(２ ) 研修修了から６月以内に介護事業所等で新たに 就労した後、就 労期間が

３月を経過した者  

２  前項 の 規定 に かか わら ず 、補 助 を 受 け よ う とす る 本 人 又 は 同 一 世 帯 員が市

税及びこれらに附帯する延滞金を滞 納しているときは 、当該本人を補助対象者

としない。  

（補助金額）  

第 ４ 条  補 助金 の 額は 、研 修 に係 る 受講 費用 （ 受講 料 、 実 習 費 及 び 研 修 に使用
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す る テキスト代）の２分の１以内（ 1,000円未満は切 り捨 て ） とし 、 初任者研

修 に つ い て は 30,000円 を 上 限 又 は 実 務 者 研 修 に つ い て は 50,000円 を 上 限 と す

る。  

２  前項 の 規定 に かか わら ず 、他 の 機 関 等 か ら 当該 研 修 の 受 講 費 用 又 は 同様の

趣旨の補助金等の交付を受けている ときの補助金額は 、研修に係る受講費用か

ら当該補助を受けた額を控除した額 の２分の１以内と し、前項の上限 額の範囲

内とする。  

（交付申請）  

第 ５ 条  補 助金 の 交付 を受 け よう と する 者（ 以 下「 申 請 者 」 と い う 。 ） は、庄

原市介護職員研修受講費補助金交付 申請書（様式第１号 ）を、補 助対象者とし

て の 要 件 に 該 当 し た 日 か ら ６ 月 を 経 過 す る 日 ま で に 市 長 に 提 出 し な け れ ば な

らない。  

２  前項 の 申請 書 には 、次 に 掲げ る 書 類 を 添 付 しな け れ ば な ら な い 。 た だし、

市長が提出を要しないと認めた書類 については、この 限りでない。  

(１ ) 研修修了証明書の写し  

(２ ) 就労証明書  

(３ ) 研修に係る受講費用の領収書  

（交付決定）  

第 ６ 条  市 長は 、 前条 に定 め る申 請 書を 受理 し たと き は 、 そ の 内 容 を 審 査し、

適当と認めたときは庄原市介護職員 研修受講費補助金 交付決定通知書（様式第

２号）により、不適当と認めたときは 庄原市介護職員研 修受講費補助金不交付

決定通知書（様式第３号）により、 当該申請者に通知 するものとする。  

（補助金の請求）  

第７条  前条の規定による交付決定を受けた者（以下「 補助事業者」とい う。）

が補助金の交付を受けようとすると きは、庄原市介護職 員研修受講費補助金交

付請求書（様式第４号）を市長に提 出しなければなら ない。  

（交付決定の取消し）  

第 ８ 条  市 長は 、 補助 事業 者 が次 の 各号 のい ず れか に 該 当 し た 場 合 に は 、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り 消すことができる 。  

(１ ) 不正の手段により補助金を受けたとき。  

(２ ) 補助金交付の条件に違反したとき。  

(３ ) 市長の指示に従わないとき。  

（補助金の返還）  

第 ９ 条  市 長は 、 前条 の規 定 によ り 補助 金の 交 付決 定 を 取 り 消 し た 場 合 におい
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て、当該取消しに係る部分について既 に補助金が交付さ れているときは、補助

金を返還させることができる。  

（その他）  

第 10条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め る。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 28年４月１日から施行する。  

（補助金交付の対象等）  

２  第３ 条 に規 定 する 補助 金 交付 の 対 象 と な る 者は 、 平 成 28年 ４ 月 １ 日 以 後に

実施される研修を受講し、かつ、平成 32年３月 31日まで に研修を修了した者と

する。  

３  第５ 条 第１ 項 に規 定す る 交付 申 請 書 を 提 出 でき る 期 限 が 平 成 33年 ２ 月 28日

を超える者については、同項の規定にかかわらず、平成 33年２月 28日までに交

付申請書を市長に提出しなければな らない。  

（失効）  

４  この 告 示は 、 平成 33年 ３ 月 31日 限 り そ の 効 力を 失 う 。 た だ し 、 平 成 33年３

月 31日までに、この告示の規定により交付決定したもの についてなされた処分、

手続きその他の行為は、なおその効 力を有する。  

様式（省略）  


